
 旧バイデン政権は 2024 年 10 月 16 日に、ウ

ェブ上の定額課金や会員制サービスに対して、

複雑な手続きにより解約を困難にすることや、

明示的な拒否がない場合に無料トライアルから

自動で有料課金へ移行することを禁止する

「click-to-cancel」ルールの導入を発表した

（その後、連邦控訴裁判所は連邦取引委員会の

規定制定手続きに欠陥があったとして、2025 年

7 月 14 日の発効を目前に、同ルールを無効と判

断している）。旧政権の「置き土産」と評された

同ルールの背景には、消費者を無意識のうちに

誘導し、不利な判断や意思決定を行わせるウェ

ブデザインのまん延が挙げられる。これはダー

クパターン（以下、DP）と呼ばれ、価格の体系

が他の財・サービスと比較して複雑な傾向を持

ち、販売数量・期間が限定されることの多い観

光・交通分野の予約サービスと親和性が高い。

本稿では、DP の氾濫と規制の現況を概観すると

ともに、観光・交通分野の予約 UI（ユーザーイ

ンターフェース）設計時の留意点を述べる。 

 

■ダークパターン氾濫の背景 

DP の用語は、2010 年にハリー・ブリヌル氏に

よって提唱されて以来、各国の消費者保護当局

などにより様々な定義がなされたが、各定義に

概ね共通する要素として、①消費者を欺く点、

②消費者が意図しない不利益な決定を行わせる

点、③ウェブサイトやアプリのインターフェー

ス、の３つが挙げられる。そして、これらが次

に示す DP 氾濫の各背景に密接に関わる。 

DP が生まれる構造として、アーヴィンド・ナ

ラヤナン氏は❶オンライン取引が盛んになる以

前からの小売業界における欺瞞的な慣行、❷公

共政策におけるナッジの普及、❸グロースハッ

クの普及、の３点を指摘する。まず、DP は消費

者を欺くものだが、その手法は小売業界で蓄積

された販売手法を継承している。小売業界では

心理学的価格設定や巧みな広告の文言、戦略的

な導線の整備など様々な手法が考案されてきた。

DP はこれらの手法が下地となることが多く、営

業努力と正常な商習慣から逸脱した行為（さら

には違法であるか）の線引きが曖昧なことが氾

濫の一因とされる。次に、ナッジの普及によっ

て消費者が意図しない不利益な決定を行わせる

ことが容易となった。ナッジとは経済的なイン

センティブを大きく変えることなく、人々が自

発的により良い行動を選択するように促す仕組

みであり、本来、公共政策的にあるべき方向へ

選択を促すために利用されるものである。しか

し、これらの実証的知見が普及するに従い、ス

ラッジと呼ばれる、消費者に対して事業者を利

する選択を促す目的でナッジの利用が行われる

ようになった。また、グロースハックとはウェ

ブサイトなどのデータを分析して事業成長のた  

ダークパターンの氾濫と規制 

－観光・交通業界はいかに注視すべきか－ 

木村
きむら

 友哉
ともや

 
交通経済研究所研究員 

交通経済研究所 

交通トピックス 

本稿は『交通新聞』（2025 年７月 31 日付）に 

執筆したものを転載しました。 



めの改善を行う仕組みであるが、近年その効果

測定のプロセスである A/Bテスト（複数のデザ

イン案から最良のものを決定するテスト手法）

が安価かつ容易に行えるようになった。その際、

試行錯誤により導かれた最適な UIが DPとなっ

てしまうことにより、氾濫が助長されていると

の指摘がある。 

 

■観光・交通業界で注意すべき類型 

 DPは前述した特徴を有するが、その具体的な

手法は多岐にわたる。そこで、DPの実態把握と

取り締まりに向けて手法の整理が行われてお

り、その代表例が OECD のレポート“Dark 

Commercial Patterns”による分類である。同レ

ポートで整理された各行為のうち、本項では観

光・交通業界が注意すべき行為として、海外で

摘発された「隠された情報」、「隠れたコスト」、

「アクティビティメッセージ」の事例を紹介す

る。 

隠された情報が用いられた LCC の事例では、

航空券の購入時に旅行保険の加入を拒否する

選択肢を利用者情報の入力項目に紛れさせ、視

覚的に不明瞭となったことが問題となった。 

次に、隠れたコストが用いられたのは、民泊

予約サイトの事例である。ここでは宿の検索結

果一覧に表示される価格とは別に、各宿の詳細

ページに進むにつれて様々な追加料金が加算

される表示方法が問題となった。観光・交通分

野では予約時に、手数料を始め付帯料金を課す

ことが珍しくないことから、利用者目線の簡明

な総額表示が要請される。 

さらに、アクティビティメッセージが用いら

れたのはホテル予約サイトの事例である。アク

ティビティメッセージとは、サイト上で他の消

費者の行動を表示するものであるが、問題とな

った予約サイトでは数時間前に予約された情

報を、たった今予約されたように画面に表示す

る機能の他、その予約が具体的に何に対して行

われたものか曖昧な形で表示したことが問題

となった。販売数量・期間が限られる宿泊施設

や交通機関の予約時に、残部数など客観的情報

の提示は消費者にとって有益な一方、不明瞭な

情報により購入を急かす仕組みとなってはな

らない。 

一方、消費者としては、DPを初見で判断する

ことに困難を伴う場合も多く、不利益を被らな

いためにも上記に代表される手法を理解して

おくことが有用である。 

 

■取り締まりに向けた各国の対応 

 DPに対する法整備は、消費者保護意識の強い

欧米にて積極的に行われている。米国では、州

表 ダークパターンの行為類型 

出典：OECD（2022）「Dark Commercial Patterns OECD Digital Economy Papers」より筆者作成 

類型 ダークパターンの名称 類型 ダークパターンの名称
強制登録 解約困難

強制的情報開示 価格比較妨害

なりすましスパム 削除不能アカウント

ゲーミフィケーション 中間通貨

隠された情報 買い物かごにこっそり追加

偽りの階層表示 隠れたコスト/ドリッププライシング

事前選択 隠れ定期購入

不当参照価格 おとり商法

ひっかけ質問 アクティビティメッセージ

偽装広告 お客様の声

羞恥心の悪用 在庫僅か/大人気メッセージ

カウントダウンタイマー

期間限定メッセージ

１.行為の強制
(Forced Action)

２.インターフェース
干渉

(Interface
Interference)

４.妨害
（Obstruction）

５.こっそり
(Sneaking)

６.社会的証明
(Social Proof)

７.緊急性
(Urgency)

３.執拗な繰り返し
（Nagging）

執拗な繰り返し



ごとの消費者保護法の他、連邦レベルでは連邦

取引委員会法が規制の主役を担う。同法５条で

は、「不公正又は欺瞞的な行為又は慣行」を禁止

し、これを根拠に事件として取り上げるケース

がある。EUでは、一般データ保護規則、デジタ

ルサービス法そして不公正取引方法指令によ

って規制が行われている。2024年 2月に全面施

行されたデジタルサービス法では、第 25 条に

てオンライン・プラットフォーム提供者は DPに

相当するインターフェースを設計、構成又は運

営してはならない旨を規定した。 

一方、わが国では DP を規制する包括的な法

令はないが、消費者保護に関する法令（特定商

取引法、消費者安全法、不当景品類及び不当表

示防止法）や個人情報保護法、電気通信事業法

など個々の法令が規制する行為の中に、DPに該

当し得るものが含まれる。また、直近では DPの

利用が公正かつ自由な競争を阻害する懸念か

ら、独占禁止法の不公正な取引方法が DP に適

用可能か検討されている。 

 

■消費者視点の予約 UI設計に向けて 

宿泊施設や交通機関の予約が対面・電話から

ウェブにシフトする昨今の潮流は、消費者との

唯一のタッチポイントが UI となることを意味

する。そこでは UI の設計が対面販売における

接客に相当することを踏まえると、DPを用いる

ことは顧客満足を損なう接客をしているに他

ならない。予約サービスの開発・改良を検討す

る際にはこの視点を忘れずに、規制の動向を注

視しつつ、実装予定の UIが DPに該当しないか

確認するプロセスを開発の一環に組み込むこ

とが事業リスク管理の観点から肝要である。 

 


